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大学新入生の「もったいない」意識と実際の行動

―高等学校までの環境学習および家庭生活との関係―

松原　小夜子

１．はじめに
　本稿は、若者の「もったいない」意識と実際の行動に関する一連の研究の中から、大学
新入生を対象に、家庭生活および環境学習との関係に着目して行った２つの調査結果（松
原（2013b）、松原と黒光（2018））を取り上げ、その主要点をまとめたものである。
　地球温暖化による気候変動をくい止めるために、CO2 をはじめとする温室効果ガスの排
出量削減が求められている。2016 年の日本における総排出量を部門別にみると、産業部門・
運輸部門・業務その他部門で 70.2％を占めるものの、家庭部門も 15.7％あり、個々の世帯
や個人の日常生活において、省資源や省エネルギーに配慮した暮らし方を実践することが
必要だといえる。
　省資源・省エネルギー的な暮らし方の実態や要因などを、関連する既往研究からとらえ
てみると、３つの傾向があることがわかった。第一の傾向は、環境問題への意識あるいは
関心と、実際の行動とが必ずしも一致しないことである。既往研究の一部を紹介すると、
土井（2011）は、小学生から大学生までの学生とその保護者、教員などを対象とした既往
研究を読み解き、学校教育においても社会生活においても環境意識と実際の行動が一致し
ない実態があり、その主たる理由は、「自己都合」や「利便性優先」であることを論じて
いる。後藤と八木（2001）は、幼児を持つ母親および大学生を対象とした調査を行い、環
境問題に関して「とても気になる」との回答が 4 割を超える一方で、「テレビを週に 1 日
見ない日をつくる」「買い物袋持参」などの実際の行動は少なく、行動しにくい理由として、
幼児の母親では「時間がない」、大学生では「面倒くさい」が最も多いことなど、意識と
行動との隔たりを指摘している。
　意識と行動との隔たりを年代差に着目して捉えた研究もある。小田と大野（2007）は、
学校で環境教育を受けたかどうかにより、対象者を、中高生・大学生・20 ～ 40 歳代・50
～ 60 歳代・70 歳以上に年代区分して分析し、主要な地球環境問題への認識度は、70 歳以
上を除く各年代で 80 ～ 100％と高い一方で、半数以上の人が実践している項目は、19 項
目中、「電気やガスを無駄にしない」「冷暖房温度を下げ（上げ）すぎない」「水を出し放
しにしない」「使えるものはできるだけ使い無駄なものは買わない」の 4 項目のみである
など、意識と行動には乖離があり、環境教育を受けている若い年代の方がむしろ乖離が大
きいことを明らかにしている。
　こういった「環境意識と実際の行動の乖離」や「環境教育を受けていない世代で環境配
慮行動が多く行われていること」などを鑑みると、環境配慮的行動の実践には、環境問題
への意識や環境教育のみならず、これらとは別の要因も働いていることが示唆される。そ
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して、その要因とは、地球環境問題が生起する以前から存在してきた、日本の伝統的な「もっ
たいない」という生活感覚や「ものを大事にする」生活慣習の影響ではないかと推察される。
既往研究においても、宮川ら（2009）は、大学生の環境配慮行動と、子ども（小学生）の
頃の家庭環境や自然体験との関連を捉え、「ゴミ・省エネ行動」は、「もったいないと言わ
れた経験があった」場合に実践度が高いと指摘しており、日本能率協会総合研究所（2008）
にも、エコ実践の原動力は、「使えるものを捨てるのはもったいない」が 9 割弱を占める
ことが示されている。こういった「もったいない」意識に着目することが、本研究を含む
一連の研究の特色である。
　第二の傾向は、日常生活における環境意識や行動は、20 代若者（研究当時）が最も低
いことである。環境意識や行動を、20 代以上の年代別に捉えた各種実態調査の結果をみ
ると、日本能率協会総合研究所（2008）に掲載されているインターネット調査結果からは、

「地球温暖化」などへの認識には世代による大きな違いはないが、「ゴミの分別」などの日
常生活行動では、10 項目中 9 項目において、20 代若者が最も低く、年代が上がるほど高
いことがわかる。また、内閣府大臣官房広報室（2009）では、「ゴミ問題への関心や認知度」
など環境意識 9 項目においては、20 代若者は、他の世代に比べて必ずしも低くはないが、

「ゴミを減らす実践」などの行動は最も低く、「ゴミ問題は知りながらも多くを捨てている」
「豊かさを維持しながら循環型社会へ移行すべき」との回答は最も多いことが示されてい
る。これらの結果から、世代から世代へと受け継がれてきた「もったいない」意識が、何
らかの理由で、20 代若者にはうまく継承されていないことが推察される。
　第三の傾向は、環境配慮的な行動には男女差があり、女性の方が行動していることであ
る。この点は、小田と大野（2007）、内閣府大臣官房広報室（2007）などから読み取れる。
　しかしながら、20 代若者に着目して、意識や行動の乖離、男女差などの実態と、その
要因を探る研究は、筆者の知る限り行われていなかった。そこで、20 代若者と、その親
を対象にした調査研究を行ったところ（松原と後藤（2012）、松原（2013a））、20 代若者
においても、「もったいない」意識よりも実際の行動の方が低いこと、意識と行動は女性
の方が高く男女差があること、実際の行動は、家庭内のしつけや慣習（親の行動）と関連
があること、子（女性）では女親の行動の影響が強く、子（男性）では、男親からのしつ
けの影響とともに、男親と女親の行動の影響もみられることなどが明らかになった。また、
こういった家庭の生活慣習の影響に加えて、メディアからの情報や学校での授業の影響も
あることを子自身が認識しており、これらとの関係や影響を捉えることも重要な課題であ
ることがわかった。
　この結果を受けて次に浮かびあがったのが、環境関連の授業が充実した時代に育った
10 代若者の意識と行動をとらえてみるという課題である。今日の 10 代若者の意識と行動
には、家庭生活の影響とともに、環境関連の授業が何らかの影響を与えているのではない
かという仮説が成り立ち得る。
　学校教育においては、藤岡（2007）や小澤（2007）が示すように、2002 年度から「総
合的な学習の時間」が設けられ、地球環境問題や、環境に配慮した暮らし方に関する授業が、
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理科や家庭科等の各教科に加えて、体験的学習を重視した「総合的な学習の時間」でも行
われるようになった。そこで、学校での授業の影響に着目して既往研究を調べてみると、
まず、日本能率協会総合研究所（2008）掲載の、小・中学生 2,257 名を対象としたインター
ネット調査の結果では、「エコについて学んだことがあるか」との問いに、「学校での授業
で学んだ」70.3％、「テレビやニュースなどで知った」62.0％、「学校の体験学習で学んだ」
22.7％などの回答が示され、学校での授業で学んだとの認識があることがわかる。同調査
では、実践しているエコ活動についても尋ねており、「ペットボトルリサイクル」48.5％、「買
い物袋持参」48.3％、「牛乳パックリサイクル」46.7％、「節水」38.2％、「冷暖房適温設定」
32.9％などの回答である。
　こういった行動が、他の年代と比べて多いのか少ないのかを捉えたいところであるが、
年代別比較調査は、主として 20 代以上の人々を対象としており、10 代若者をも含めた実
態調査はほとんど行われていない。希少な調査例として、日本能率協会総合研究所（2008）
掲載のインターネット調査には、10 代から 50 代の各 100 名を対象とした「取り組んでい
るエコ活動」が示されている。環境に配慮した行動 10 項目中 3 項目（ゴミの分別、リサ
イクル、風呂の残り湯利用）においては、10 代若者は 20 代若者よりも高く、3 項目（エ
コバッグ持参、コンセントこまめに抜く、冷蔵庫の開閉時間短く）では両者同等、残り 3
項目（冷暖房適温設定、冷暖房利用時間短く、過剰包装を断る）では、10 代若者の方が
低い結果であることから、10 代若者の行動は、20 代若者とほぼ同等であると読みとれる。
環境に配慮した行動は、年代が下がるにつれて低下している実態からすれば、上記調査の
結果をみる限りでは、10 代若者の行動は、下げ止まっているとも考えられる。
　また、比屋根と王（2011）は、主として地球環境に関する内容についてであるが、「大
学生がこれまで学校で環境教育を受けた経験とその評価」を調査し、学生は、主体的参加
の度合いが高い内容（調査や調べ学習）を評価しており、現在の環境意識や行動に対して、

「教室外の自然体験活動」（65.1％）や「環境関連施設の見学」（57.7％）などが、何らかの
形で影響していると認識していることを示している。
　さらに、高等学校までの環境教育等との関連について、木村（2014）は、学生の環境配
慮行動を促進する要因は「生活関連知識」「消費者教育」「近所づきあい」であること、「消
費者教育」は、主として中学校の「技術・家庭科」を通して学習していることを指摘して
おり、森井（2000）は、大学生がこれまで受けてきた環境教育の成果を検討し、環境問題
への関心は高いが環境配慮行動をとっていないことから、教科枠を越えた横断的総合的な
環境教育の重要性や「総合的学習の時間」の活用の必要性などを指摘しており、環境教育
において「家庭科」や「総合的学習の時間」の果たす役割が示唆される。
　こういった既往研究は行われているものの、学校での環境関連授業が充実して以降に
育った 10 代若者の「もったいない」意識や実際の行動については、必ずしも明らかでは
なく、家庭生活および学校での環境学習との関係や影響を捉えようとした研究もほとんど
行われていない。
　これらを踏まえて松原（2013b）では、10 代若者（大学新入生）の「もったいない」意
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識や実際の行動を捉えるとともに、それらと家庭内のしつけや慣習、親の行動、学校での
環境学習との関係および影響について考察を行い、加えて、松原と黒光（2018）では、環
境関連教科についての生徒の関心の違いや、大学で学ぼうとする分野の違いが、意識や行
動に関連するのかどうかについて捉え、男女別分野別の環境教育のあり方について考察を
行った。

２．方法
2.1 調査の対象と方法
　松原（2013b）の調査対象は、京都市内のＦ大学の学生で、入学して間もない１年生と
した。大学 1 年生とした理由は、小学校から高等学校までの環境配慮に関する授業への記
憶が新しいことと、2011 年度入学生は、小学校 3 年時に「総合的な学習の時間」が取り
入れられて以降の、概ね初期の大学生に該当しており、小学校から高等学校までの環境に
関する授業の影響を捉えるにあたって、ふさわしいと考えたことによる。2011 年 4 月の
授業終了時に調査票を配布し、その場で回収を行い、有効票として、女性 115 票、男性
94 票の計 209 票を得た。
　松原と黒光（2018）では、対象とする分野を、環境に配慮した暮らし方に関連が深いと
考えられる生活「環境系」分野、生活環境および地球環境についての環境教育への関与が
求められると考えられる「教育系」分野、これらの環境面には関わりが薄いと考えられる

「人文系」分野の 3 つに大別した。そして、これらの分野が同一学部に存在する事例とし
て、鹿児島市内の K 大学教育学部を選定し、2011 年度以降の、入学して間もない１年生
を対象とした。分野別の分析が可能となる票数
を得るため 3 年間に渡って調査を実施し、授業
終了時に調査票を配布し、その場で回収を行う
方法により、2011 年に 196 票、2012 年に 202 票、
2013 年に 263 票、計 651 票を得た（表 1）。
　K 大学教育学部には 16 の専修が設けられているが、教育内容と教科への関心を勘案し
て、「家政」「保健体育」「健康教育」「地域社会教育」の各専修を「環境系」分野、「教育
学」「心理学」「特別支援教育教員養成」「社会」「理科」「技術」の各専修を「教育系」分
野、これら以外の「国語」「数学」「英語」「国際理解教育」「音楽」「美術」の各専修を「人
文系」分野とした。環境系では、女性は「家政」、男性は「保健体育」が多く、教育系では、
女性は「心理学」「特別支援教育教員養成」、男性は「社会」「理科」が多く、人文系では、
女性は「国際理解教育」「音楽」「美術」、男性は「数学」が多いなど、性別によって、専
攻する専修に違いがみられた。

2.2 調査項目
　本稿において分析に用いた調査項目は、以下のとおりである。
　日常生活の衣食住にかかわる資源やエネルギーへの「もったいない」意識および実際
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の行動については、意識
14 項目と、実際の行動 12
項目とした（表 2）。なお、
意識については、もったい
ないと「思う」「まあ思う」

「あまり思わない」「思わな
い」の 4 段階、実際の行動
は「している」「まあして
いる」「あまりしていない」

「していない」の 4 段階で
問うた。また、「環境に配
慮する意識と行動」への影
響要因 7 項目（図 1 に示す）、
親からのしつけ（親から省
資源・省エネルギーに関す
る知識を教わったり、しつ
けられた経験はあるか？）
および家庭内生活慣習（家
庭内で省資源・省エネル
ギーについて心がけている
ことはあるか？）を、「ある」

「まあある」「あまりない」
「ない」の 4 段階で問うた。
　さらに、小学校から高等
学校までの環境関連授業の
履修の有無を、暮らし方講
義学習（環境に配慮した暮
らし方について講義で学ん
だか）、暮らし方体験学習

（同じく体験学習で学んだ
か）、地球環境講義学習（地
球環境問題や持続可能な社
会の構築について講義で学
んだか）、地球環境体験学習（同じく体験学習で学んだか）について問うた。そして、学
んだとの回答者には、どのような内容を学んだかについて、暮らし方学習 12 項目、地球
環境学習 13 項目を複数回答で問うた（表 3、表 4）。なお、暮らし方講義・体験学習の具
体的内容に関する質問項目は、妹尾（2009）を参考にして設定し、地球環境講義・体験学
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習の具体的内容に関する質問項目は、東京商工会議所（2008）を参考にして設定した。
　また、役立った授業について、「環境に配慮した暮らし方について、多くを学んだ（あ
るいは役立った）教科」および「地球環境問題や持続可能な社会の構築について多くを学
んだ（あるいは役立った）教科」を問うた。なお、図および本文の一部では、「総合的な
学習の時間」を「総合学習」と略記している。

2.3 分析方法
　まず、「もったいない」意識 14 項目と実際の行動 13 項目の回答を、便宜的に間隔尺度
とみなし、「思う」～「思わない」（意識）、「している」～「していない」（行動）に各々
1 点～ 4 点を充て、平均値を求めた。数値が１に近いほど、意識あるいは行動が高いと考
えられる。また、各回答者について、「もったいない」意識 14 項目の平均値が 2 以下（もっ
たいないと「思う」「まあ思う」に相当すると見なし得る）の場合を「意識高」、2 を超え
る場合を「意識低」とし、同じく実際の行動 12 項目の平均値が 2 以下（「している」「ま
あしている」に相当すると見なし得る）の場合を「行動高」、2 を超える場合を「行動低」
と分類した。そして、意識と行動を組み合わせ、意識が高く行動もしている場合を、「意識高・
行動高」、意識は高いが行動していない場合を「意識高・行動低」、意識は低いが行動して
いる場合を「意識低・行動高」、意識が低く行動もしていない場合を「意識低・行動低」とし、
4 つに類型化した。
　次に、子の意識や行動と各種指標との関係をみるため、意識平均値および行動平均値と、

「親からのしつけ」「家庭内生活慣習」「暮らし方講義学習・同体験学習」「地球環境講義学習・
同体験学習」との相関係数を求めた。なお、「親からのしつけ」と「家庭内生活慣習」に
ついては、「ある」～「ない」の各々に 1 点～ 4 点を充てた。「暮らし方講義学習・同体験
学習」については、「学びあり」に 1 点、「学びなし」に 2 点を充てるとともに、具体的内
容 12 項目につき、回答していない数（暮らし方講義無数・同体験無数）を 0 点～ 12 点に
数値化した。「地球環境講義学習・同体験学習」についても、「学びあり」に 1 点、「学びなし」
に2点を充てるとともに、具体的内容13項目につき、回答していない数（地球環境講義無数・
同体験無数）を 0 点～ 13 点に数値化した。
　さらに、子の行動への、家庭内生活慣習および学校での授業の影響を捉えるために、男
女別の子の行動平均値を目的変数とし、「家庭内生活慣習」「暮らし方講義無数」「暮らし
方体験無数」「地球環境講義無数」「地球環境体験無数」を説明変数とする重回帰分析を行っ
た。

３．結果
3.1 「もったいない」意識と行動
　3.1 から 3.5 では、松原（2013b）をもとに、F 大学学生の結果の概要を示したい。
　「もったいない」意識の結果では、全体の平均値が 2 以下の、もったいないと思う傾向
にある項目は、「食べ残し廃棄」「レストラン等残り物」「期限切れ食品廃棄」などの食べ
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物に関する 3 項目や、「水流し放し」「電気つけ放し」「冷暖房過剰設定」「過剰包装」など
資源やエネルギー消費に直接関係する 4 項目、「流行遅れ服着ず」「修理せず廃棄」などモ
ノの不使用や廃棄に関する 2 項目の計９項目であった。平均値が 2 を超え３未満の、もっ
たいないと思われにくい項目は、「ダイレクトメール」「衝動買い」「家電製品モデルチェ
ンジ」「使い捨て商品」「長電話」など、消費生活の充実や楽しみ、生活の利便性に関わる
５項目であった。全項目平均値では、男女ともに 2 以下の高い値で、男女別にみると、「期
限切れ食品廃棄」「水流し放し」「修理せず廃棄」の 3 項目では、女性の方が有意に高いが、
全項目平均値による有意差はなかった。
　実際の行動の結果では、平均値が 2 以下の行動している傾向にある項目は、「詰め替え
用購入等」「照明こまめに消す」「水流し放しにせず」「ゴミの分別」「冷暖房適温」「過剰
包装不要」「修理して長く使用」の 7 項目であった。全項目平均値では、男女ともに 2 以
下の高い値であるが、男女ともに、意識よりは低い値であった。男女別にみると、「期限
切れ食品廃棄」「水流し放し」「修理せず廃棄」の 3 項目では、女性の方が有意に高いが、
全項目平均値による有意差はなかった。
　「もったいない」意識と実際の行動を類型化した結果では、意識類型が「高」である割合は、
女性 78.2％、男性 66.0％で、女性の方が有意に高かった。また、行動類型が「高」である
割合は、女性 60.0％、男性 48.9％であり、意識に比べると低い値であり、意識と行動には
乖離があることがわかった。これについては男女による有意差はなかった。
　意識・行動類型では、「意識高・行動高」が 47.8％と最も多く、約半数を占めた（表 5）。
次いで、意識と行動に乖離がある「意識高・行動低」が 24.9％、意識、行動ともに低い「意
識低・行動低」が 20.1％であった。意識は低いが行動している「意識低・行動高」は 7.2％
と、少ない結果であった。男女別にみると、「意識低・行動低」は、男性では 26.6％であ
るのに対し、女性では 14.8％であり、女性の方が有意に高かった。意識と行動による類型
でみると、男女差は存在している
ことがわかった。
　環境に配慮する意識や行動への
影響要因についての結果では、「メ
ディア情報」が女性 66.4％、男性
62.9％と最も多く、次いで「しつけ・教育」
が女性 52.2％、男性 41.6％、さらに「学
校での授業」が女性 42.5％、男性 28.1％
の順に多かった（図１）。「学校での授業」
については、男性よりも女性の方が有意
に高い結果であり、女性は「学校での授
業」の影響を、より多く認識していると
いえる。
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3.2 親からのしつけ及び家庭内生活慣習の有無
　環境に配慮する意識や行動への影響要因として、男女ともに、「しつけ・教育」や「学
校での授業」を認識している結果を受けて、以下では、この両者に着目して分析を進める。
　まず、親から受けた、省資源・省
エネルギーに関するしつけの有無を
みると、「ある」「まあある」を合わ
せると 60.3％となった（表 6）。男
女による有意差はなかった。
　次に、省資源・省エネルギーに
関する家庭内生活慣習の有無では、「ある」「まあある」を合わせると、女性 85.3％、男性
66.0％となり、女性の方が有意に高い結果となった。子（女性）がいる家庭では、「家庭
内生活慣習」がある場合が多いか、もしくは、子（女性）が、環境に配慮した生活慣習に
関心を持っているか、いずれかであろうと考えられる。

3.3 環境に配慮した暮らし方等に関する学習
　環境に配慮した暮らし方に関する学習の結果では、「講義で学んだ」（暮らし方講義学習）
が、女性 58.3％、男性 38.3％であり、女性の方が有意に高い結果であった（図 2）。同じく「体
験学習で学んだ」（暮らし方体験学習）が、女性 29.6％、男性 10.6％であり、やはり女性
の方が有意に高い結果であったが、男女とも
に、講義学習に比べると少なかった。
　地球環境等に関する学習の結果では、「講
義で学んだ」（地球環境講義学習）が、女性
69.6％、男性 52.7％であり、女性の方が有意
に高く、暮らし方に関する学習よりも、学
んだとの認識は高かった。同じく「体験学
習で学んだ」（地球環境体験学習）が、女性
19.3％、男性 13.8％であり、男女による有意
差はなく、男女ともに講義学習に比べると少
ない結果であった。
　次に、「暮らし方講義学習」「暮らし
方体験学習」のいずれかで学んだ内容
に関する結果をみると、「衣食住３Ｒ」
が、女性 72.2％、男性 55.6％と最も多
く、次いで「太陽利用」女性 50.0％、男
性 52.8％、「地産地消」女性 37.5％、男
性 41.7％、「たい肥化」女性 37.5％、男
性 30.6％、「建物緑化」女性 31.9％、男
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性 36.1％の順であった（図 3）。なお、いずれの項目でも男女による有意差はなかった。
　環境に配慮した暮らし方に役立った教科について尋ねた結果では、「高等学校・家庭科」
が、女性 55.9％、男性 41.1％、「中学校・技
術家庭科」が、女性 51.8％、男性 38.9％、「小
学校・家庭科」が、女性 39.5％、男性 33.3％
など、家庭科関連教科が役立っていると認識
されていることがわかった（図 4）。次いで、

「小学校・総合学習」や「中学校・総合学習」
も役立っているとの認識があった。男女別で
は、「高等学校・家庭科」と「中学校・技術
家庭科」において、女性の方が有意に高い結
果であった。
　「地球環境講義学習」「地球環境体験学習」
のいずれかで学んだ内容に関する結果では、

「地球温暖化」が女性 92.7％、男性 89.8％
と最も多く、次いで「オゾン層破壊」女性
78.0％、男性 79.6％、「森林減少・砂漠化」
女性 72.0％、男性 77.6％、「大気汚染」女
性 64.6％、男性 69.4％と続いており、学習
内容が浸透している様子が伺えた（図 5）。
なお、いずれの項目も男女による有意差は
なかった。
　地球環境に関して役立った教科について
全員に尋ねた結果では、「小学校・総合学習」
が女性 34.8％、男性 28.0％、「中学校・社
会科」が女性 27.8％、男性 32.3％、「中学
校・総合学習」が女性 33.0％、男性 24.7％、

「高等学校・社会科」が女性 27.8％、男性
28.0％などであり、「総合学習」や「社会
科」が役立っていることがわかった（図 6）。
男女別では、「小学校・理科」と「中学校・理科」において、男性の方が有意に高い結果
であった。

3.4 「もったいない」意識・実際の行動と「親からのしつけ」「家庭内生活慣習」「学校で
の授業」との関係
　これまで述べてきた、意識や行動と、「親からのしつけ」、「家庭内生活慣習」などの家
庭生活、「暮らし方講義学習」などの「学校での授業」との関係をみてみる（表 7）。
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　女性では、意識平均値、行動平
均値に共通して有意な相関があっ
た項目は、「親からのしつけ」「家
庭内生活慣習」「暮らし方講義学
習」「暮らし方講義無数」「暮らし
方体験無数」であり、意識や行動
と、家庭生活および暮らし方に関
する学習とに関連があることがわ
かった。地球環境等の学習につい
ては、「地球環境体験無数」のみ、意識平均値と有意な相関があった。
　男性では、意識平均値、行動平均値に共通して有意な相関があった項目は、「親からの
しつけ」「家庭内生活慣習」「暮らし方体験学習」「暮らし方体験無数」であった。女性と
同様に、意識や行動と、家庭生活および暮らし方に関する学習とに関連があるが、実際の
行動は、暮らし方に関する講義学習よりも体験学習との関連が深いことが特徴であった。
地球環境等の学習については、「地球環境講義無数」「地球環境体験無数」が、意識平均値
と有意な相関があった。
　男女ともに、地球環境等の学習は、意識との関連はあるが、行動との関連は薄い結果で
あった。
　これまでの 3.1 ～ 3.3 で述べたように、「もったいない」意識はかなり高いが、実際の行
動との乖離は存在しており、さらに行動を高めることが重要であると考えられる。そこ
で、実際の行動に影響を与える要因を探るために、行動平均値を目的変数とし、「家庭内
生活慣習」「暮らし方講義無数」「暮らし方体験無数」「地球環境講義無数」「地球環境体験
無数」を説明変数とする重回帰分析を行ったところ、女性、男性ともに、重決定係数は有
意な値となり、重回帰分析は有効であった（表 8）。なお、これら 5 項目間の関連性につ
いては、多重共線性診断の結果、支障ない数値で
あると判断できた。説明変数においては、男女と
もに、「家庭内生活慣習」と「暮らし方体験無数」
の影響は有意であるが、地球環境学習の影響は有
意ではないこと、男性の子の方が、学校での授業
よりも、家庭内生活慣習の影響をより強く受けて
いることがわかった。

3.5 分野別にみた環境に配慮した暮らし方等に関する学習
　3.5 と 3.6 では、松原と黒光（2018）をもとに、K 大学学生の結果の概要を示したい。
　女性については、環境に配慮した暮らし方に役立った教科をみると、3 分野ともに「家
庭科」が多い結果であった（表 9）。「総合学習」については、全体として 25.2％であるが、
特に環境系では 40.6％と高い値であった。また、環境系では、「家庭科」「総合学習」とも
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に、役立ったとの回答率が他分野に比べ高いことも特徴である。
　地球環境に関して役立った教科では、

「社会科」が 37.2％と最も多く、次いで「家
庭科」と「総合学習」が同数であった（表
9）。分野別にみると、「社会科」に加え
て、環境系では「総合学習」と「家庭科」、
教育系では「総合学習」が多く、人文系
では「家庭科」「総合学習」「理科」に分
散していることがわかる。
　男性についても、環境に配慮した暮ら
し方に役立った教科をみると、3 分野と
もに「家庭科」が多い結果であった（表
10）。「総合学習」は、全体として 27.6％
が役立ったと回答しているが、環境系で
は、「総合学習」は 18.6％と少なく、「家
庭科」の 50.5％と開きがあることが特徴
である。
　地球環境に関して役立った教科では、「社会科」が最も多いが、地球環境に関しても「家
庭科」が役立ったと認識されていることがわかる（表 10）。分野別にみると、「社会科」
に加えて、環境系では「家庭科」、教育系では「総合学習」が各々多く、人文系では、「家
庭科」「理科」「総合学習」に分散していることが特徴である。
　
3.6 分野別にみた 「もったいない」実際の行動と「親からのしつけ」「家庭内生活慣習」「学
校での授業」との関係
　ここでは、実際の行動の結果を示
しておきたい。
　女性について行動 3 区分と各種指
標との関係をみると 3 分野に共通し
て、「親からのしつけ」と「家庭内
生活慣習」は有意な値であり、実際
の行動と家庭生活とに関連があるこ
とがわかる（表 11）。
　環境関連学習との関係では分野に
よる違いがあった。環境系では、「暮らし方講義学習」「暮らし方講義無数」「暮らし方体
験無数」が有意な値で、「暮らし方体験学習」は有意確率 0.071 で、10％水準では有意な
値であった。教育系では、「暮らし方体験無数」が有意確率 0.070 であり、10％水準では
有意な値であった。人文系では、いずれも値が低く、特に「暮らし方講義学習」「地球環
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境講義無数」「地球環境体験学習」「地球環境体験無数」は負の値であり、学校の授業と行
動とは関連が薄いことがわかった。
　男性について行動 3 区分と各種指
標との関係をみると、家庭生活と
の関連では、「親からのしつけ」は、
教育系が有意な値、人文系では有意
確率 0.055 で、10％水準では有意な
値であった（表 12）。
　環境関連学習との関係では分野に
よる違いがあった。環境系では、「地
球環境体験学習」「地球環境体験無
数」が相対的に高い値であったが、いずれも有意な値ではなかった。暮らし方や地球環境
についての講義学習はいずれも負の値であり、学校の授業と行動とは関連が薄いことがわ
かる。教育系では、いずれも、低い値もしくは負の値であり、学校の授業と行動とは関連
が薄いことがわかった。人文系では、「暮らし方体験学習」「暮らし方体験無数」「地球環
境体験学習」「地球環境体験無数」が有意な値であり、体験学習と行動とは関連している
ことがわかった。

４．考察
4.1 F 大学学生の結果についての考察
　まず、10 代若者（大学新入生）の「もったいない」意識と実際の行動の平均値の結果
では、男女ともに 2 以下の高い値であったが、項目別では、女性の方が有意に高い項目が
あり、意識と行動による類型化の結果でも、女性の方が有意に高いことから、10 代若者
においても、男女差は存在していると考えられる。
　松原（2013a）で示した 20 代若者の結果と比べてみると、平均値が 2 以下の項目は、意
識では「流行遅れ服着ず」「修理せず廃棄」の 2 項目が加わり、実際の行動でも、「過剰包
装不要」「修理して長く使用」の 2 項目が加わっており、10 代若者では、モノを大切に長
く使う意識や行動が高まっているのではないかと推察される。
　また、意識の全項目平均値を、10 代若者と 20 代若者とで比較してみると、女性では
1.81 と 2.03（p<0.001）、男性では 1.85 と 1.99、全体では 1.82 と 2.01（p<0.001）であるなど、
いずれの数値も 10 代若者の方が高く、女性および全体において有意な差があった。同じく、
行動の全項目平均値を比較してみると、女性では 1.90 と 2.05（p<0.05）、男性では 1.99 と 2.23

（p<0.01）、全体では 1.94 と 2.14（p<0.001）であり、やはり、いずれの数値も 10 代若者の
方が有意に高かった。さらに、意識と行動による類型を比較したところ、女性、男性、全
体ともに、10 代若者の方が有意に高い結果となった。
　今回の調査対象者による結果の範囲内ではあるが、男女ともに、20 代若者に比べると、
10 代若者の意識や行動は高まっていることが推察される。しかし、10 代若者においても、



― 51 ―

「もったいない」意識と実際の行動との乖離は存在しており、さらに行動を高めることは
重要であると考えられる。
　次に、今回対象とした 10 代若者の 3 ～ 4 割が、自らの意識や行動に影響を与える要因
であると認識している「学校での授業」との関係を捉えてみたところ、環境に配慮した暮
らし方に関する学習の結果では、「暮らし方講義学習」「暮らし方体験学習」ともに、「学
んだ」との認識は、女性の方が有意に高かった。役立った教科では、「高等学校・家庭科」
や、「中学校・技術家庭科」など家庭科関連教科が多く、やはり、女性の方が有意に高い
結果であった。暮らし方に関する学習についての家庭科関連教科の重要性が改めて明らか
になるとともに、男性への一層の学習定着を高める工夫が必要であると考えられる。
　地球環境等に関する学習の結果では、「地球環境講義学習」において、女性の方が有意
に高い結果であるものの、男女ともに「学んだ」との認識は高く、学習内容が浸透してい
る様子が伺えた。役立った教科では、「総合学習」と「社会科」の他にも、「理科」や「家
庭科」なども認識されており、多くの教科から学んでいることがわかった。
　なお、体験的学習を重視した「総合学習」は、環境に配慮した暮らし方学習と地球環境
等に関する学習双方に役立ったと認識されており、今後の一層の効果が期待されるところ
であるが、文部科学省（2011）によれば、2008 年～ 2009 年の学習指導要領改訂（2011 年
度から順次実施）によって、「総合的な学習の時間」の時間数あるいは単位数は 3 分の 2
程度に削減された。時間数等の削減を、教育内容の充実によって補完するなど、教育効果
の継続がのぞまれる。
　これらの学習と、意識・行動との関係をみると、地球環境等に関する学習は、男女とも
に、意識との関連はあるが、行動との関連は薄く、暮らし方に関する学習は、意識にも行
動にも関連があり、特に「暮らし方体験学習」との関連が、より深いことがわかった。地
球環境等に関する学習で意識を高め、暮らし方に関する学習で具体的実践的な行動の仕方
を学ぶことが有効であると考察できる。
　10 代若者の行動に及ぼす各種の影響を捉えた結果では、男女ともに「家庭内生活慣習」
と「暮らし方体験学習」が有意となった。松原（2013a）で示した 20 代若者の結果と同様
に、子の行動には親の行動が影響しており、親の行動の重要性が明らかになった（親の行
動についての詳しい結果は、本稿では省略している）。また、学校における暮らし方に関
する学習については、特に男性の場合、体験学習の影響があることも伺えた。男性の行動
を高めるにあたっては、どのような行動をするのかという具体的実践的な体験学習が有効
であると考察できる。
　ところで、2011 年調査時点での 10 代若者は、概ね 1992 年～ 2001 年に生まれた人たち
である。幼少期には、すでに、1997 年の COP3（京都議定書）を契機として、地球環境
問題が大きな社会的関心を呼んでおり、学校での授業においても、小学生の時から、各種
教科に加えて、「総合的な学習の時間」でも、環境に配慮した暮らし方や地球環境問題等
を学んできた世代である。一方、松原（2013a）で対象とした、2010 年調査時点での 20
代若者は、概ね 1981 年～ 1990 年に生まれた人たちであり、消費社会が爛熟したバブル経
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済期に幼少期を過ごし、環境問題への社会的関心や、環境に関する学校での授業が高まり
つつある途上で成長してきた世代である。両者には、こういった世代的な違いがあるとい
える。
　消費社会化が進行するなかで、伝統的な「もったいない」意識や行動は、各種調査結果
が示すように、年代が若い人ほど低下しているが、20 代若者において底を打ったと推察
される。そして、10 代若者においては、学校での授業から、環境に配慮する意識や行動
を学ぶことによって、今日的な意味での新たな「もったいない」意識や行動が生み出され
てきているのではないかと考えることもできる。今後の若者の動向を捉えることも重要な
課題であろう。
　10 代若者の行動を高めるには、親自身が自らの行動で示すとともに、学校での授業、
とりわけ体験学習を通して、具体的で実践的な暮らし方を教授することが重要であると考
察できる。
　
4.2 K 大学学生の結果（分野別）についての考察
　まず、女性の場合であるが、高等学校までの授業で役立った教科をみたところ、環境に
配慮した暮らし方に関しては「家庭科」が多く、次いで「総合学習」、地球環境に関しては「社
会科」が最も多く、「家庭科」「総合学習」と続く結果であった。「家庭科」と「総合学習」
は、学習指導要領改訂により時間数等が削減された教科であるが、教育内容の質的充実に
よって補完するなど、教育効果の継続が望まれるところである。
　次に、意識や行動と環境関連学習指標との関係についてみたところ、環境系では、主に
暮らし方関連、教育系では、暮らし方関連と地球環境関連の両方に関連がある結果であっ
た。これらの結果は、「生活環境」や「家政」を中心とする環境系、「社会科」や「理科」
を含む教育系の各々の分野特性を反映したものといえる。
　大学入学後の環境教育においても、環境系の学生に対しては、環境に配慮した暮らし方
を中心に、教育系の学生に対しては、暮らし方とともに、地球環境に関する内容も含め、
実際の行動を高めていけるような教育上の工夫をすることが重要ではないかと推察される。
また、環境系と教育系では、講義および体験の「無数」と意識・行動との相関がみられる
傾向にあったが、この結果は、環境に関する具体的事項をできるだけ多く伝えることが有
効であることを示唆していると考えられる。
　これに対して、人文系では、暮らし方関連、地球環境関連ともに有意な相関を示す指標
はなく、むしろ負の値を示すものも多い結果であった。しかし、高等学校までの学習状況
をみると、環境関連学習「あり」との回答は他分野と大差なく、役立った教科においても、「家
庭科」「総合学習」「社会科」などを挙げており、同じく大差なかった。問題は、それらが、
意識や行動に結びついていないことであるといえる。人文系を指向する生徒や学生に対し
ては、こういった特性を踏まえた上で、高等学校あるいは大学入学後の環境教育において、
環境に関する学びが、意識の向上と実際の行動に結びつくような教育上の一層の工夫が必
要ではないかと推察される。
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　意識よりも低い傾向にある行動をいかに高めるかが重要な課題であるが、行動に着目し
て家庭生活指標との関係を捉えてみると、いずれの分野でも「家庭内生活慣習」や「親か
らのしつけ」との関連は明瞭であった。また、環境関連学習指標については、環境系は講
義学習との関連、教育系と人文系は講義よりも体験学習との関連がある傾向であったこと
から、前者では講義による学びの充実、後者では、より実践的な体験型の学びの充実が功
を奏するのではないかと推察される。
　次に男性の場合について、高等学校までの授業で役立った教科をみたところ、環境に配
慮した暮らし方に関しては、女性と同様に「家庭科」が多く、次いで「総合学習」、地球
環境に関しては「社会科」が最も多く、「家庭科」「総合学習」と続く結果であった。授業
時間数が減少している「家庭科」と「総合学習」であるが、教育内容の質的充実によって
補完するなど、教育効果の継続が望まれるところである。
　次に、意識や行動と環境関連学習指標との関係についてみたところ、人文系の行動のみ
有意な相関があったが、他の分野では関連は薄い結果であった。これは、男性の環境系の
場合、「家庭科」専修はほとんどなく、保健体育が多いというように、男女による専修の
違いが影響していると推察される。この点については、今後さらに検討が必要である。役
立った教科についても女性と同様に、「家庭科」「総合学習」「社会科」などを挙げる人が
多い結果であったが、問題は、それらが、意識や行動に結びついていないことであるとい
える。男性については、環境に関する学びが意識の向上と実際の行動に結びつくような教
育上の一層の工夫が求められるのではないかと推察される。
　また、行動を高めていくにあたっては、暮らし方や地球環境に関する体験学習が、人文
系では有意な相関、環境系と教育系では、講義学習に比べて相対的に高い値となっている
ことから、実践的な体験型の学習を充実させていくことが重要ではないかと推察される。
　行動に着目して家庭生活指標との関係を捉えてみると、教育系と人文系では、「親から
のしつけ」との関連がみられた。環境関連学習指標については、人文系のみ、暮らし方や
地球環境に関する体験学習との関連があったことから、人文系では、実践的な体験型の学
びの充実が功を奏するのではないかと推察される。

５．おわりに
　10 代若者（大学新入生）を対象として、日常生活における「もったいない」意識と実
際の行動を捉えるとともに、それらと家庭内のしつけや慣習、親の行動、学校での授業な
どとの関係および影響を分析した結果、以下の知見を得た。
1) 10 代若者の「もったいない」意識と実際の行動は、男女ともに高い値であったが、意
識と行動による類型では、女性の方が有意に高く、10 代若者においても、男女差は存在
していた。
2) 今回の調査対象者による結果の範囲内ではあるが、松原（2013a）で示した 20 代若者
に比べると、男女ともに、10 代若者の意識や行動は高かった。しかし、10 代若者におい
ても、「もったいない」意識と実際の行動との乖離は存在しており、さらに行動を高める
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ことが重要であると考えられる。
3) 学校での授業との関係では、環境に配慮した暮らし方に関する学習は、女性の方が「学
んだ」との回答が多く、家庭科関連教科が役立ち、地球環境等に関する学習は、男女とも
に浸透しており、「総合的な学習の時間」や「社会科」が役立ったと認識されていた。体
験的学習を重視した「総合的な学習の時間」は、暮らし方学習と地球環境等に関する学習
双方に役立ったと認識されており、学習指導要領改訂による時間数等削減を、質的充実に
よって補完するなど、教育効果の継続がのぞまれる。
4) 10 代若者の行動には、親の行動とともに、学校における暮らし方に関する学習も影響
しており、男性の行動を高めるためには、実践的な体験学習が有効であると考えられる。
5) 10 代若者の行動を高めるには、親自身が自らの行動で示すとともに、学校での授業、
とりわけ体験学習を通して、具体的で実践的な暮らし方を教授することが重要であると考
察できる。
6) 女性について分野別にみたところ、人文系では、高等学校までの学びが、意識や行動
に結びついていない傾向にあった。人文系を指向する生徒や学生に対しては、高等学校あ
るいは大学入学後の環境教育において、環境に関する学びが、意識の向上と実際の行動に
結びつくような教育上の一層の工夫が必要ではないかと推察される。また、意識よりも低
い傾向にある行動を高めるには、環境系では講義による学びの充実、教育系と人文系では、
より実践的な体験型の学びの充実が功を奏するのではないかと推察される。
7) 男性について分野別にみたところ、女性とは逆に、環境系と教育系において、高等学
校までの学びが意識や行動に結びついていない傾向にあった。これは、男女による専修の
違いが影響していると推察される。この点については、今後さらに検討が必要である。ま
た、行動を高めるには、いずれの分野でも、暮らし方や地球環境に関する実践的な体験型
学習を充実させていくことが重要性であると推察される。
　以上より、「もったいない」意識や実際の行動にみられる男女差や分野による違いを踏
まえた上で、「もったいない」意識や行動を高めるような家庭内のしつけや生活慣習、環
境に関する講義や体験学習などの教育を一層充実させることの重要性が示唆された。
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